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令和３年度監査実施方針及び年間監査計画 

令和３年3月8日 

 

塩竈市監査基準（令和 2 年監査告示第３号）第 13 条の規定に基づき、令和３年度の監査実施方

針及び年間監査計画を次のとおり定める。 

 

１ 監査実施方針 

  監査等の目的は、本市の行財政運営について、健全性及び透明性の確保に寄与し、また、事務

の管理及び執行等について、法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的な実施を確保し、

もって市民の福祉の増進と市政への信頼確保に資することである。 

  昨年の下水道使用料の賦課徴収漏れや公金取扱不正事案等から顕在化した課題を顧みると、

基本を大切にしながら日々の業務に取り組むこと、そして、それらを通じて職員個人の知識や技

能の向上とともに、人材育成やチェック体制等の組織力について向上させていくことが大切で

あると再認識した。 

  このようなことから、令和 3 年度は次の基本的方向性及び重点項目等のもとに監査等を行う

ものとする。 

 

（１） 監査等の方向性 

 ① 公正で合理的かつ能率的な市政運営を確保するため、違法や不正の指摘にとどまらず、

対象部局におけるチェック体制等に留意しながら、指導に重点をおいて監査等を実施する。 

② 事務事業や予算の執行について、適法性、正確性はもとより、経済性、効率性及び有効

性を検証する。 

③ リスクが高い事務事業等に十分に留意しながら、効率的かつ効果的に監査等を実施する。 

④ 監査等の実効性を確保するため、監査等の結果で指摘した事項等に対する措置状況等を

把握し、必要に応じて是正・改善を求める。 

⑤ 監査等の結果は、全庁に周知し自主的な改善を促すとともに、市民に分かりやすく情報

提供を行う。 

 

（２） 重点項目 

① 違法若しくは不当な事項又は改善を要する事項であって、金額的影響度等の量的重要性

や公務への信頼性等の質的重要性が高いもの 

② 上記以外の事項で、それが発現した場合に大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる

ことが考えられるもの 

③ 新規事業、予算が重点的に配分された事業、外部委託化された事業及び情報システム導

入等により事務手順が大きく変更された事業 

④ その他、必要に応じて監査等の種類ごとに重点項目を定める。 
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２ 年間監査計画 

（１）監査等の種類等 

令和３年度の監査等の種類並びに監査等の種類ごとの対象及び方針は、次のとおりとする。 

 

ア 定期監査（地方自治法第 199 条第 1 項、第 2 項及び第 4 項） 

 ①対象及び方針 

対象は、各部課等の令和２年度の定期監査時から令和３年度の定期監査時までに実施した

事務事業とする。 

本市が執行する財務に関する事務及び経営する事業の管理並びにその他の事務の執行につ

いて、法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運

営の合理化に努めているか監査する。共通着眼点は次のとおりとする。 

   ＜共通着眼点＞ 

1) 予算の執行は、適正に行われているか。 

2) 各種の契約が、契約の公平性、透明性を確保しているか。 

3) 補助金等は、規則等に基づき額の算定、交付方法等が適正に行われているか。 

4) 公金収納が、会計規則に則り適正に処理されているか。 

5) 物品の出納保管は、適正になされているか。 

6) 事業は、効率的かつ計画的に執行されているか。 

7) 施設の維持管理は、適正になされているか。 

8) 歳入調定の対象を的確に把握し適正に調定と収納が行われているか。 

9) 前回の監査で指摘した事項が、改善されているか。 

   ②実施時期 

    年間を通じて各部課の実施時期を割り振る（6 月から 9 月までの決算審査及び健全化判断

比率・資金不足比率の審査の期間を除く） 

 

イ 財政援助団体等監査（法第 199 条第 1 項、第 2 項及び第 7 項） 

 ①対象及び方針 

対象は、令和２年度に行った財政的援助等のうちから、実績等を勘案して団体を選定し、

当該団体の財政的援助等に係る出納その他の事務及び当該団体に対する財政的援助等に係

る事務を対象とする。なお、必要がある場合は、他の年度に実施した事務又は他の部局が実

施した事務も対象とする。 

本市が補助金等の財政的援助を与えている団体、資本金等を出資している団体及び公の施

設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について、

当該財政的援助等の目的に沿って行われているか、また、当該団体に対する財政的援助等に

係る事務について、法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、そ

の組織及び運営の合理化に努めているか監査する。 

 ②実施時期 

  定期監査時に併せて実施する。 
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ウ 一般会計・特別会計歳入歳出決算審査（法第 233 条第 2 項） 

 ①対象及び方針 

市長から審査に付された令和２年度一般会計・特別会計歳入歳出決算、証書類及び政令で

定める書類について、法令に適合し、かつ正確であるか審査する。 

審査の実施に当たっては、決算の構成要素ごとに、過去の監査等の結果などを踏まえつつ、

一定の金額及び割合を超えるものを選定する。 

   ②実施時期 

    ６月から9月までに実施する。 

 

 

エ 公営企業会計決算審査（地方公営企業法第 30 条第 2 項） 

 ①対象及び方針 

市長から審査に付された令和２年度公営企業会計決算、証書類、当該年度の事業報告書及

び政令で定めるその他の書類について、法令に適合し、かつ正確であるか審査する。 

審査の実施に当たっては、決算の構成要素ごとに、過去の監査等の結果などを踏まえつつ、

一定の金額及び割合を超えるものを選定する。 

   ②実施時期 

    ６月中に実施する。 

 

オ 基金運用状況審査（法第 241 条第 5 項） 

 ①対象及び方針 

市長から審査に付された令和２年度の基金運用状況報告書の計数が正確であり、基金の運

用が確実かつ効率的に行われているか審査する。 

   ②実施時期 

    決算審査時に併せて実施する。 

 

カ 健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第1 項及び第22

条第 1 項） 

 ①対象及び方針 

市長から審査に付された令和２年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びに

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査する。 

   ②実施時期 

    決算審査時に併せて実施する。 

 

キ 例月現金出納検査（法第 235 条の 2 第 1 項） 

 ①対象及び方針 

会計管理者並びに下水道事業、病院事業及び水道事業の各管理者が管理する現金の出納事

務について、正確に行われているか検査する。 
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   ②実施時期 

    毎月25日に実施する。ただし、特別の事情があるときは変更する。 

 

ク その他の監査 

アからキまでに掲げる監査等のほか、法令の規定に基づき請求若しくは要求があったとき

又は監査委員が必要あると認めるときは、法令に基づく監査を実施する。 

 

 

（２）品質管理 

ア 方針 

監査委員は、本計画に基づく監査等が、監査基準、令和３年度監査実施方針、本計画及び

実施計画に基づき適切に実施されているかを管理する。 

イ 手続 

令和４年 3 月の監査委員の合議により、令和３年度監査実施方針及び年間計画について、

同時点までに実施した監査等を対象に確認及び評価を行う。それにより、令和４年度監査実

施方針及び年間計画等に反映させる。 

 

 

（３）監査等の実施体制 

監査委員2人で監査等を実施し、事務局長以下職員3人が補助する。 

 

 

※ 令和３年度年間監査計画表 

   別紙のとおり 

 



令和３年度年間監査計画表 

 

区 分 

 

 

月 別 

定 期 監 査 例月出納検査 決 算 審 査 
健全化判断比率・ 

資金不足比率審査 
備 考 

４ 
産 業 環 境 部 

（ 浦 戸 振 興 課 ） 

毎月２５日 

 

  

５ 議 会 事 務 局 

６ 

決算審査期間及び 

健全化判断比率・ 

資金不足比率審査期間 

各企業会計 

７ 

一 般 会 計 

各特別会計 
８ 

健全化判断比率 

・資金不足比率 

９ 

１０ 教 育 委 員 会 

  

１１ 健 康 福 祉 部 

１２ 市 民 総 務 部 

１ 

産 業 環 境 部 

（浦戸振興課を除く）

建 設 部 

２ 

水 道 部 

会 計 課 

選 挙 管 理 委 員 会 

３ 市 立 病 院 

（注）財政援助団体等監査は定期監査時に併せて実施する。 

基金運用状況審査は決算審査時に併せて実施する。 

その他監査委員が必要と認めた場合には、随時監査を行うことがある。 



 

月 定 期 監 査 対 象 課 名 

４ 産 業 環 境 部  浦戸振興課 

５ 議 会 事 務 局  

６～９ 
決 算 審 査 期 間 及 び 

健全化判断比率・資金不足比率審査期間 

１０ 
教 育 委 員 会 

（ 教 育 部 ） 
 教育総務課 学校教育課 生涯学習課 市民交流センター 

１１ 健 康 福 祉 部 
 生活福祉課 子育て支援課 長寿社会課 健康推進課 

 保険年金課 

１２ 市 民 総 務 部 総務課 政策課 財政課 税務課 市民安全課 

１ 

産 業 環 境 部 水産振興課 商工港湾課 観光交流課 環境課 

建 設 部  都市計画課 定住促進課 土木課 下水道課 復興推進課 

２ 

水 道 部  業務課 工務課 

会 計 課 

選挙管理委員会 
 

３ 市 立 病 院  業務課 医事課 経営改革室 

 ※ 令和３年４月１日に組織変更があった場合は、変更後の組織を対象として実施する。 


